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平成２２年（再イ）第３３号
北海道岩見沢市大和１条６丁目13番地 フ
リージアハイツＡ１ＦＲ
再生債務者 山下 直幸
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成22年10月14日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成22年10月15日

札幌地方裁判所岩見沢支部
平成２２年（再イ）第２５０号
神奈川県藤沢市南藤沢14番３`803号
再生債務者 中村 勝己
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成22年10月14日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成22年10月15日

横浜地方裁判所第３民事部
平成２２年（再イ）第１２号
山梨県中央市布施208番地13

再生債務者 前島 太一
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成22年10月14日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成22年10月15日

甲府地方裁判所民事部破産係
平成２２年（再イ）第３２号
長野県木曽郡上松町大字小川2264番地78

再生債務者 小川 理恵
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成22年10月14日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成22年10月15日 長野地方裁判所松本支部
平成２２年（再イ）第８号
長野県伊那市中央4725番地１
再生債務者 藤澤 國男

１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成22年10月14日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成22年10月15日 長野地方裁判所伊那支部
平成２２年（再イ）第８４号
大阪府貝塚市石才630番地２
再生債務者 竹田 朋弘
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成22年10月14日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成22年10月15日

大阪地方裁判所岸和田支部個人再生係
平成２２年（再イ）第３８号
徳島県阿波市阿波町東川原155番地１東川原
団地524号
再生債務者 平尾 育生
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成22年10月14日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成22年10月15日 徳島地方裁判所民事部
平成２２年（再イ）第３４号
熊本県熊本市春竹町大字春竹61番地10

再生債務者 清田真寿美
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成22年10月14日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成22年10月15日

熊本地方裁判所民事第１部
平成２２年（再イ）第４５１号
大阪府八尾市西山本町１丁目５番８号
再生債務者 安田 善導
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 までに書面による決議により可
決があったものとみなされた再生計画には、民
事再生法に定める不認可の決定をすべき事由は
ない。
平成22年10月15日

大阪地方裁判所第６民事部

独立行政法人沖縄科学技術研究基盤整備機構平成21事業年度財
務諸表に関する公告

独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第38条４項に基づき、平成21事業年度独立行政法人
沖縄科学技術研究基盤整備機構の財務諸表について次の通り公告します。
平成 22年 10月 28日 沖縄県国頭郡恩納村字谷茶1919`１

独立行政法人沖縄科学技術研究基盤整備機構
理事長 シドニー・ブレナー

貸 借 対 照 表
（平成22年３月31日）

（単位：円）
資産の部
Ò 流動資産

現金及び預金 2¶536¶843¶531

未収金 9¶323¶311¶595

未収収益 822¶390

立替金 255¶776

G G G G G G G

流動資産合計 11¶861¶233¶292

Ó 固定資産
１ 有形固定資産

建物 20¶413¶331¶834

減価償却累計額 � 381¶385¶049

G G G G G G G

20¶031¶946¶785

構築物 5¶110¶420¶076

減価償却累計額 � 555¶883¶271

G G G G G G G

4¶554¶536¶805

機械装置 502¶232¶435

減価償却累計額 � 432¶441¶772

G G G G G G G

69¶790¶663

車両運搬具 16¶406¶134

減価償却累計額 � 3¶526¶873

G G G G G G G

12¶879¶261

工具器具備品 5¶516¶726¶219

減価償却累計額 �2¶923¶565¶181

G G G G G G G

2¶593¶161¶038

土地 2¶130¶243¶933

建設仮勘定 1¶190¶915¶701

G G G G G G G

有形固定資産合計 30¶583¶474¶186

２ 無形固定資産
ソフトウェア 5¶655¶111

工業所有権 301¶587

工業所有権仮勘定 4¶879¶832

その他無形固定資産 11¶447¶212

G G G G G G G

無形固定資産合計 22¶283¶742

３ 投資その他の資産
敷金保証金 4¶051¶300

G G G G G G G

投資その他の資産合
計

4¶051¶300

G G G G G G G

固定資産合計 30¶609¶809¶228

G G G G G G G

資産合計 42¶471¶042¶520
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